第1章　目黒区の基本
１　目黒区の被害想定
目黒区は、「都心南部直下地震」の被害想定を基に防災対策を行っています。
令和4年5月25日に公表された東京都防災会議による被害想定の前提条件。
この地震が発生すると、区内の大部分で震度6強のゆれが発生します。
この地震のマグニチュードは7.3と想定されます。
これは晴れた冬の夕方、毎秒風速8メートルの時に発生することを想定しています。

この地震が発生すると、建物の被害は、区内建物総棟数の3.2パーセントである1,827棟が全壊、
8.1パーセントである4,551棟が半壊、7.9パーセントである4,426棟が焼失します。
この焼失棟数の、始めの出火棟数は14件で、延焼により、最終的に4,426棟の建物が焼失します。
初期消火と事前の出火・延焼対策が重要です。地域危険度マップも確認しておきましょう。

人の被害は、負傷者が2,064人。負傷した場合は隣近所で助けあうことが重要です。
阪神淡路大震災でも、9割以上のかたが自助、共助により救助されています。
自力脱出困難者数は570人、目黒区から自宅に帰れなくなる帰宅困難者数は58,466人、避難所生活者数は47,448人。
死者数は161人と想定されていますが、この数値には災害関連死が含まれていません。
災害関連死を減らすには、被災後の健康管理が欠かせません。

ライフラインの被害は、停電率15.7パーセント、復旧まで4日間。
水道断水率25.2 パーセント、復旧まで17日間。
下水道管被害率6.5パーセント、復旧まで21日間。
ガス供給停止率47.3 パーセント、復旧まで6週間。
固定電話不通率8.1パーセント、復旧まで4日間かかります。
なお、復旧までの日数は都内全域が復旧するまでの目安日数です。
ライフラインが被害を受けると、生活のあらゆる場面に影響が及びます。
いずれのライフライン被害においても、平時からの備えが何より重要です。

２、災害の被害を軽減する３つの取り組み、自助・共助・公助
自助とは、一人ひとりが、「自分の身を自分で守る」取り組みのこと
共助とは、地域や身近にいるかたがたで「自分たちの町は自分たちで守る」取り組みのこと。
公助とは、区や国などが「自助や共助で対応できない事態」に責任をもって対応すること。
災害から自分の身を守るには、この３つの取り組みへの理解が重要です。
そして、この中で一番大事なのは「自助」です。
被災後も、住み慣れた自宅で「在宅避難」を行うためには事前の「自助」の備えが不可欠です。

また、「共助」には、事前の準備と発災後の協力が不可欠です。避難生活の主体は避難者自身です。自分たちの町をどうやって自分たちで守るかを考えておきましょう。

最後に、目黒区の「公助」についてです。
区は、水や食料などの備蓄、情報発信、救助活動など、災害時に円滑な「公助」を行えるよう、様々な準備をしています。
